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	木全代表の就農当時は主にトマトを栽培していたが、海部東農協の仲介により周りの農家が耕作できなくなった土地の面倒を見るようになった。国・県営事業により用水の水質改善がなされ、また排水も改良された農地を利用し、耕地面積の拡大を契機に水稲栽培が主体の複合経営を始めた。平成27年に周りからの信頼力の強化と従業員の雇用を考えて株式会社キマタ農園を設立。一昨年には次女の美咲さんが就農したが、さらに若い人材を増やす構想を持っている。トマトにおいては平成10年からエコファーマー認定を受けるなど、野菜栽培では、減農薬・減化学肥料にも取り組み、スーパー中心に販売している。
	平成２年頃は作業受託中心で、今の10分の１ほどの経営面積だったが、平成12年頃から次第に周囲の営農集団が辞めていったことで、現在では300haほどの面積となった。今まで廃棄していた籾殻を、堆肥化利用したのをきっかけに平成19年に有機JAS認定を取得し、積極的に化学合成農薬・化学肥料の低減に努めている。平成18年度には、特別栽培米で農林水産大臣賞を受賞し、さらに平成23年度には、日本農業賞の大賞を受賞している。また、ＩＣＴの導入や作業の効率化でコストの低減を図るとともに、担い手の育成・確保にも積極的に取り組んでおり、地域農業の牽引役としても活躍している。
	代表が先代から農業を継ぎ、平成11年に有限会社アグリ：サポートを設立した。国営事業等により排水性が良くなったことから、水稲以外でも水田を中心に小麦、大豆、露地野菜を支障なく栽培している。さらに水耕栽培、冷凍加工、酒米の作付けなど農業の様々な分野を幅広く展開することでリスク分散を行い、経営の安定を図っている。また区画、水路等も整備され、１ha区画になったことで機械作業がしやすくなり作業効率が上がった。食育活動にも積極的に取り組んでおり、農業体験のイベントや、学校で米づくりや野菜作りの授業を毎年開催するなど地域農業の活性化に取り組んでいる。なお、経営の中心は後継者である立松専務が担っている。

